
告 示

��������������

�������
�愛媛県告示第８０１号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

（平成１７年法律第１２３号）第６４条の規定に基づき、指定自立支援医

療機関の名称を変更した旨の届出があった。

令和２年７月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第８００号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５４条第２項の規定により、次のとおり指定自

立支援医療機関を指定した。

令和２年７月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第８０２号
卸売市場法（昭和４６年法律第３５号）第１３条第１項の規定により、次のとおり地方卸売市場として認定した。

令和２年７月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

発 行 愛 媛 県
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この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の

適用を受けるものである。

名 称 所 在 地 開設者の氏名又は名称 担当しようとする
医療の種類 指定年月日

かざなみ薬局 八幡浜市旭町３丁目１５１０番地７３ 株式会社 池田や 薬局（育成医療・
更生医療）

令和２年
７月１日

フロンティア薬局 野村おとい店 西予市野村町野村１１－４０３－１ 株式会社 フロンティア 薬局（育成医療・
更生医療）

令和２年
７月１日

そうごう薬局 松本町店 今治市中日吉町３丁目１－２８ 総合メディカル 株式会社 薬局（育成医療・
更生医療）

令和２年
７月１日

名 称
変更年月日

変 更 前 変 更 後

いずみ薬局 アルファ調剤薬局 末広
店 令和２年６月１日

毎週（火・金）曜日発行 第１２１号 令和２年７月１０日

令和２年７月１０日金曜日 第１２１号

愛 媛 県 報

５４８
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�愛媛県告示第８０３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定により、

新居浜市中村土地改良区から次のとおり役員が退任した旨の届出が

あった。

令和２年７月１０日

愛媛県東予地方局長 齊 藤 直 樹

退 任

�������
�愛媛県告示第８０４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

西条市玉津土地改良区の定款の変更を認可した。

令和２年７月１０日

愛媛県東予地方局長 齊 藤 直 樹

�������
�愛媛県告示第８０５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

西条市三津屋土地改良区の定款の変更を認可した。

令和２年７月１０日

愛媛県東予地方局長 齊 藤 直 樹

�������
�愛媛県告示第８０７号
介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号）第３条第１項第１号

ロの規定により、次のとおり介護員養成研修事業者を指定した。

令和２年７月１０日

愛媛県中予地方局長 東 公 弘

�������
�愛媛県告示第８０８号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

松山市畑寺土地改良区の定款の変更を認可した。

令和２年７月１０日

愛媛県中予地方局長 東 公 弘

�������
�愛媛県告示第８０９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

東温市田窪土地改良区の定款の変更を認可した。

令和２年７月１０日

愛媛県中予地方局長 東 公 弘

�愛媛県告示第８０６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、東予地方局四国中央土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和２年７月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第８１０号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第２９条第１項の規定により、次のとおり指定障

害福祉サービス事業者を指定した。

令和２年７月１０日

愛媛県南予地方局長 河 瀬 利 文

認定年月日
開 設 者 地 方 卸 売 市 場

名 称 住 所 名 称 位 置 取扱品目

令和２年７月１日 愛媛県漁業協同組合 愛媛県松山市二番町四丁目
６番地２ 宇和島水産物地方卸売市場 愛媛県宇和島市大浦甲４番

５０
生鮮水産物
水産加工物

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 小 泉 誠 一 新居浜市中村松木一丁目１０－１６

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ３１９号
四国中央市金砂町小川山乙１８８９番１から

同町小川山２１６１番まで

旧 ３．９～４６．６
５．０～１０．６

０．４００
０．１１５

新 ３．９～６４．１
５．０～１０．６

０．４００
０．１１５

介護員養成研修事業者
の名称又は氏名

介護員養成研修事業者
の所在地又は住所 研修の課程 指 定

年 月 日

砥部病院ケアサービス
株式会社

愛媛県伊予郡砥部町麻
生４０番地１

介護職員初
任者研修課
程

令和２年
７月２日

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者

指定障害福祉
サービスの種類

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 所
指 定
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８１０３００２５５ ＮＰＯ法人結の会 愛媛県宇和島市三間町
増田２０番地 稲 田 司 生活介護 つなぐ 愛媛県宇和島市三間町

増田２０番地
令和２年
７月１日

愛 媛 県 報令和２年７月１０日 第１２１号

５４９
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監 査 公 表

�公表第７号
令和２年５月７日付けで提出された愛媛県知事に関する措置請求

について、次のとおり決定した。

令和２年７月１０日

愛媛県監査委員 永 井 一 平

同 越 智 忍

同 森 � 康 行

同 � 橋 正 浩

決 定 書

請求人 住所・氏名（略）

令和２年５月６日付け「愛媛県職員措置請求書」について、次の

とおり決定する。

主 文

１ 本件請求のうち受託者不詳につき金額不詳の金額を愛媛県に

返還するよう命じることを求める部分及び責任を有する者に対

して懲戒処分を講ずることを求める部分を却下する。

２ その余の請求は、これを棄却する。

第１ 請求の内容

請求人から提出された令和２年５月６日付け愛媛県職員措置請

求書によると、請求の要旨は次のとおりである。

１ 請求する措置

愛媛県知事が、愛媛県戦略的情報発信プロジェクト（以下

「本件プロジェクト」という。）に係る業務委託料として平成

２８年度から令和元年度に支出したもののうち、①株式会社フロ

ンティアインターナショナル（代表取締役 河村康宏。以下

「フロンティア社」という。）につき金３９，９７６，２００円、②フロ

ンティア社につき金９，９９０，４８６円及び③受託者不詳につき金額

不詳の返還を命じることを怠る行為は違法である。よって、

� フロンティア社らに対し上記①から③までの各金額を愛

媛県に返還するよう命じることを求めるほか、

� 違法な公金支出について責任を有する者に対して、④当

該損害の補填、⑤懲戒処分及び⑥その他の必要な措置を講

ずることを求める。

併せて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の４３第

１項の規定により、当該請求に係る監査について、監査委員の

監査に代えて個別外部監査契約に基づく監査によることを求め

る。

２ 請求の理由

�愛媛県告示第８１１号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第４６条第２項の規定により、指定障害福祉サー

ビス事業者から次のとおり指定障害福祉サービス事業を廃止する旨の届出があった。

令和２年７月１０日

愛媛県南予地方局長 河 瀬 利 文

�愛媛県告示第８１２号
次のとおり落札者を決定した。

令和２年７月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第８１３号
次のとおり落札者を決定した。

令和２年７月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者

指定障害福祉
サービスの種類

廃止に係る指定障害福祉サービス事業所
廃 止
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８１０３００３２１ セントケア四国株式会
社

香川県高松市中新町１１
番地１ 川 島 裕 介 重度訪問介護 セントケア宇和島 愛媛県宇和島市佐伯町

二丁目３番地２１号
令和２年
６月３０日

３８１３９１００６８ 有限会社介護サービス
ゆう

愛媛県北宇和郡鬼北町
大字永野市４６９番地 松 井 功 重度訪問介護

有限会社介護サービス
ゆう指定居宅介護事業
所

愛媛県北宇和郡鬼北町
大字永野市４６９番地

令和２年
６月３０日

落札に係る物品等の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続 入 札 公 告 日

遺失物管理システムの借入れ
愛媛県警察本部警
務部警務課
愛媛県松山市南堀
端町２番地２

令和２年５月１１日
三井住友ファイナンス
＆リース株式会社
東京都千代田区丸の内
一丁目３番２号

５１２，６００円
（月額） 一般競争入札 令和２年３月２３日

落札に係る物品等の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続 入 札 公 告 日

人事管理システムの借入れ
愛媛県警察本部警
務部警務課
愛媛県松山市南堀
端町２番地２

令和２年５月１１日
三井住友ファイナンス
＆リース株式会社
東京都千代田区丸の内
一丁目３番２号

５９５，６５０円
（月額） 一般競争入札 令和２年３月２３日

愛 媛 県 報令和２年７月１０日 第１２１号

５５０



� 知事に勧告することを求めることについて

別紙事実証明書の記載によれば、愛媛県知事は県の新たな

プロモーション業務をフロンティア社に委託するほか、不詳

の業者にも委託し、平成３１年４月９日より、「まじめえひめ

プロジェクト」の一環として、「進撃の巨人×まじめえひめ」

のコラボ企画やデジタルスタンプラリー、コンセプト動画

「愛媛県まじめ会議」の配信等を行う。このために支出され

た公金は、平成３１年３月８日にフロンティア社につき金３９，９

７６，２００円、令和元年５月１５日にフロンティア社につき金９，９９

０，４８６円及び平成２８年１１月９日に受託者不詳につき金額不詳

（公開された公文書が黒塗りのため不詳）である。

愛媛県庁まじめ課が取材協力したブログ記事の写し（『え

ひめまじめ』プロジェクト始動！本気度１２０％の訳とは・・・

県庁に聞いてみた。（https://note.com/sakatukukoujo/n/n

２３６５９９６db４５c））によれば、「予算約４０００万の本気度１２０％

事業」「この予算規模は県だからこそ可能な大型プロモーシ

ョンプロジェクトだ」「市のシティープロモーション動画は

４００万から１２００万の予算で作っているところが多い。しかし、

シティープロモーションには予算を掛けられないという自治

体も存在する」ということであり、当該事業に係る公金支出

がいかに高額で異常なことかわかる。

しかしその事業の中身はといえば、愛媛県に何の縁もない

「進撃の巨人」という低俗なマンガを用いた期間限定の陳腐

な動画配信や、景観にそぐわないグロテスクなフィギュアの

展示、スタンプラリーやまじめ調査イベント等のバカげた催

事、「ふまじめ」との批判を浴びたコンセプト動画「愛媛県

まじめ会議」の配信といった、巨額な支出に見合ったものと

は到底言えないお粗末な内容なのは明白である。

別紙事実証明書の記載によれば、約一千万円の予算をかけ

たデジタルスタンプラリーの総閲覧者数は、道後温泉、サン

ライズ糸山、宇和島城という県内有数の観光地で開催された

にもかかわらず、わずか８，７３８名でしかない。

フロンティア社による「事業の理解・基本方針」によれば、

当該事業目的は、「誘客数の増加と県産品の販路・拡大（＝

地域活性化）に結びつく愛媛県の統一コンセプトの設定と発

信」「従来の愛媛県のイメージを刷新、向上させ、ターゲッ

トである若年層に、まじめさと笑顔のあふれる、愛媛の魅力

をインパクトのある展開で拡散させます」であるが、フロン

ティア社が制作し配信した「愛媛県まじめ会議」の動画は、

介護時間の長さを強調し、彼氏のいない女性が多いなどとす

る社会通念上不適切であり、かつ公序良俗に反する内容であ

ったため学者や知識人を含む多くの人々から批判を浴び、テ

レビや新聞等のマスコミもこれを批判的に報道し、愛媛県の

魅力を向上させるどころか逆に、愛媛県の価値と信用を著し

く棄損した（東京新聞 令和元年１２月３日朝刊、愛媛新聞

令和２年１月２３日）。

さらに、観光庁による宿泊旅行統計調査（https://www.mlit.

go.jp/kankocho/siryou/toukei/shukuhakutoukei.html）によ

れば、巨額の公金支出による本件プロジェクトが誘客数の増

加をもたらすどころか、逆に誘客数を減少させる要因となっ

ていることは明白である。

愛媛県は平成３０年７月の豪雨により多くの人的被害と住家

被害に見舞われたが、それでも宿泊旅行統計調査による都道

府県別宿泊施設タイプ別客室稼働率（平成３０年１月～１２月

（確定値））によれば、愛媛県の宿泊施設は全体で５８．１％の

稼働率があり、これは平成２９年の５６．６％より１．５ポイントの

上昇である。しかしながら「まじめえひめプロジェクト」が

スタートした平成３１年は５５．９％と稼働率が著しく落ち込み、

これは豪雨被害のあった平成３０年はおろか平成２９年の稼働率

さえ下回っている。

「誘客数の増加」を目的とする「予算約４０００万の本気度１２０

％事業」がスタートした平成３１年４月の愛媛県宿泊施設の稼

働率は５８．０％、令和元年５月の稼働率は５６．９％、同年６月の

稼働率は５１．１％、同年７月の稼働率は５２．３％と豪雨被害のあ

った平成３０年の５８．１％の稼働率さえ下回る水準なのであるか

ら、当該事業が県に多大な損害を与えていることは明らかで

ある。

結局、本件公金支出は、必要のない公金支出を違法とする

地方自治法第２３２条第１項に違反し、自治体は最小の経費で

最大の効果を上げる必要があるとする同法第２条第１４項にも

違反し、自治体の経費はその目的を達成するための必要かつ

最小の限度を超えて支出することができないとする地方財政

法（昭和２３年法律第１０９号）第４条第１項の各規定に違反す

る違法な公金支出に該当するものである。

よって、請求人は、愛媛県監査委員が、上記事実証明書記

載の違法な公金支出について責任を有する者に対して、当該

損害の補填を求めるほか、不当利得者に不当利得を返還させ、

責任を有する職員への懲戒処分その他の必要な措置を講ずる

よう愛媛県知事に勧告することを求める。

� 監査委員の監査に代えて個別外部監査契約に基づく監査に

よることを求めることについて

住民監査請求の分野においては、従来の監査委員の制度は、

全く機能しておらず、信用できないので、個別外部監査契約

に基づく監査を求める必要がある。

注１ 「１ 請求する措置」については、請求の趣旨を損なわ

ない範囲で整理し直すとともに、整理の都合上、請求内容

の項目ごとに番号を付すこととした。

２ 「２ 請求の理由」については、明らかな誤字脱字を除

いて原則原文のまま記載した。

なお、「支出された公金は、平成３１年３月８日にフロン

ティア社につき金３９，９７６，２００円、令和元年５月１５日にフロ

ンティア社につき金９，９９０，４８６円」とあるが、３９，９７６，２００

円については令和元年５月２４日、９，９９０，４８６円については

令和元年１０月１８日の支出である。

第２ 請求の受理

本件請求は郵送により提出がなされ、令和２年５月７日に監査

事務局に到達したことから同日付で受け付け、要件審査の結果、

地方自治法第２４２条に定める要件を具備していると認め、同月１５

日これを受理した。

第３ 個別外部監査契約に基づく監査の求めについての判断

１ 個別外部監査契約に基づく監査の請求

請求人は、「住民監査請求の分野においては、従来の監査委

員の制度は、全く機能しておらず、信用できないので、個別外

部監査契約に基づく監査を求める必要がある。」として、個別

外部監査契約に基づく監査を求めている。

２ 個別外部監査契約に基づく監査に付さなかった理由
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外部監査制度が設けられた趣旨は、地方公共団体の組織に属

さない外部の専門的な知識を有する者による外部監査を導入す

ることにより、当該団体における監査制度の独立性と専門性を

一層充実させることである。

本件請求は、本件プロジェクトに関する業務委託に係る契約

の締結又は履行に関するものであり、その財務会計上の違法性

等についての判断を行うに当たって、特に監査委員の監査に代

えて外部の者による判断を必要とし、あるいは、特に専門的な

知識や判断等を必要とする事案ではないと考えられることから、

監査委員の監査に代えて個別外部監査契約に基づく監査を実施

することが相当であるものとは認められない。

第４ 監査の実施

１ 証拠の提出及び陳述

請求人に対して、地方自治法第２４２条第７項の規定に基づき、

令和２年５月２９日に補足資料の提出及び陳述の機会を設けたと

ころ、請求人からこれを行わない旨の申し出があった。

２ 監査実施日

令和２年６月１２日に監査を実施するとともに、必要に応じ関

係職員から説明を聴取し、関係資料、証拠書類等の確認を行っ

た。

３ 監査対象機関

愛媛県企画振興部政策企画局広報広聴課を対象に監査を実施

した。

第５ 監査の結果

１ 事実関係

関係書類等の調査及び広報広聴課職員からの聴取により次の

事項を確認した。

� 事業概要について

愛媛県は、特色ある観光資源や高品質なブランド産品など、

全国に誇れるコンテンツに恵まれており、これまで様々な手

法で積極的に情報発信を行っているが、全国の自治体が工夫

を凝らした数多くのＰＲ活動を展開する中で、誘客数の増加

や県産品の販路拡大等につなげるためには、情報を埋没させ

ることなく効果的に発信する戦略が必要であった。

このため、愛媛県を強く印象付ける統一コンセプト「まじ

め」を使って、本県の認知度を更に高めるとともに、県全体

で統一コンセプトを活用することで、情報に接触した人々が

一目で「愛媛のもの」ということを認識できる状況を作り出

し、これまで以上に本県の魅力を全国に届け、地域経済の活

性化を図ろうとしたものである。

� 委託業務の概要について

ア 愛媛県戦略的情報発信プロジェクト準備業務（平成３０年

度）

� 委託業務の内容

統一コンセプトの発表会をインパクトのあるものとし、

本県が新たなＰＲ戦略を開始したことを全国に発信する

とともに、統一コンセプトの浸透を図るため、発表後に

切れ目なくプロモーションを展開するための準備を実施

した。

� 委託契約金額

３９，９７６，２００円

� 委託先の選定

平成３０年１２月６日から企画提案募集を開始し、応募の

あった２者（参加申込みは３者であったが、うち１者は

辞退）の企画を「愛媛県戦略的情報発信プロジェクト準

備業務企画競争審査要領」に基づき審査した結果、最優

秀企画提案者となったフロンティア社を委託先として選

定した。

イ 愛媛県戦略的情報発信プロジェクト進撃の巨人コラボ企

画実施業務（令和元年度）

� 委託業務の内容

平成３０年度に実施した「愛媛県戦略的情報発信プロジ

ェクト準備業務」において企画・制作した、アニメ「進

撃の巨人」とのコラボレーション企画（以下「コラボ企

画」という。）を実施した。

� 委託契約金額

９，９９０，４８６円

� 委託先の選定

最も円滑で、経済的に実施可能と判断した事業者とし

て、平成３０年度の企画競争により選定された愛媛県戦略

的情報発信プロジェクト準備業務の委託先であり、コラ

ボ企画を立案していたフロンティア社を選定した。

ウ 受託者不詳につき金額不詳の案件

内容を確認したところ、愛媛県戦略的情報発信プロジェ

クト準備業務企画提案募集要領において、過去５年間に国

又は地方公共団体等が発注する類似・関連事業の受託実績

があることを応募資格条件としていることから、業者選定

に係る企画競争参加者から実績資料として提出された資料

であり、本県の財務会計行為ではない。

２ 結果

前記１の事実関係を踏まえた本件請求の監査結果は、次のと

おりである。

� 当該事業が、愛媛県の価値と信用を著しく棄損し、県に多

大な損害を与えているという主張について

請求人は、当該事業に係る公金支出が高額で異常であり、

巨額な支出に見合ったものとは到底言えないお粗末な内容で

あり、「愛媛県まじめ会議」の動画は愛媛県の価値と信用を

著しく棄損し、さらに、本件プロジェクトが誘客数を減少さ

せ、県に多大な損害を与えていると主張している。

これに対し、まず、当該事業に係る支出金額について確認

したところ、動画制作だけでなく、公式ウェブサイトの制作

やコラボ企画の準備等の経費も含まれており、内容が多岐に

わたること、また、応札者の入札額を比較したところ金額に

著しい乖離はなかったことから、一概に高額とは言えない。

次に事業効果について、広報広聴課からは、平成３１年４月

９日から令和元年６月３０日までの期間中、「進撃の巨人×ま

じめえひめ」のコラボ企画を実施した結果、当初の狙いどお

りファン等の若年層を中心にＳＮＳ等で情報が拡散され、マ

スコミにも取り上げられた結果、広告費換算で約２億円の波

及効果があったとの説明があった。

また、デジタルスタンプラリーについても、同規模のもの

であれば一般的に３か月で参加者数が３，０００人程度になると

言われている中で、今回の実施に当たっては、参加者の目標

を約２か月で３，０００人に設定し実施したところ、平成３１年４

月２７日から令和元年６月３０日までの間に、８，７３８人がデジタ

ルスタンプラリーのウェブサイトを閲覧し、目標を上回る
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４，９８７人がスタンプを押していることを確認した。

観光客数に関しては、観光庁が実施している観光入込客統

計において、県外者の観光目的の入込客数が、平成３０年は

３，４６８千人回のところ、令和元年は３，５０２千人回と増加してい

る事実が認められる。

以上のことから、「愛媛県まじめ会議」については、批判

的な報道も一部あったが、愛媛県の価値と信用を著しく棄損

したとは言えず、また、本件プロジェクトが県に多大な損害

を与えているとは言えない。

よって、請求人の主張は、本事業に対する請求人の主観的

な見解に基づく主張であって、理由がない。

� 本件公金支出が、地方自治法第２条第１４項及び同法第２３２

条第１項並びに地方財政法第４条第１項の規定に違反する違

法な公金支出に該当するものであるという主張について

請求人が主張する法令に係る違反に関しては、大阪高裁平

成１７年７月２７日判決において、「（地方自治法第２条、地方

財政法第４条等の規定は）いずれも地方公共団体や地方行財

政の運営の在り方に関わる基本的指針を定めたものであって、

かかる基本的指針に適合するか否かは、当該地方公共団体の

置かれた社会的、経済的、歴史的諸条件の下における具体的

な行政課題との関連で、総合的かつ政策的見地から判断され

るべき事項であり、首長制と間接民主制とを基本とする現行

地方自治制度の下においては、このような判断は、当該地方

公共団体の議会による民主的コントロールの下、当該地方公

共団体の長の広範な裁量に委ねられているものというべきで

あるから、長の判断が著しく合理性を欠き、長に与えられた

広範な裁量権を逸脱又は濫用するものと認められる場合に限

り、上記各規定違反の違法性が肯定されると解すべきである。

そして、上記の長に広範な裁量権を与えた趣旨からすると、

長の判断の基礎とされた重要な事実に誤認があること等によ

り同判断が全く事実の基礎を欠くものと認められる場合、又

は事実に対する評価が明白に合理性を欠くこと等により長の

判断が社会通念に照らして著しく妥当性を欠くことが明らか

であるものと認められる場合に限り、長の判断が上記の裁量

権を逸脱又は濫用するものであると認めるのが相当である。」

とされている。

上記の判決を踏まえて、今回の事業実施について確認した

ところ、本件プロジェクトは、本県の認知度を高め、これま

で以上に本県の魅力を全国に届けていこうとする事業である

ことを議会で説明し、予算案の議決を得たものであり、その

後も、機会があるごとに議会で説明していることから、裁量

権を逸脱又は濫用するものとは認められなかった。

また、平成３０年度に実施した事業に関してフロンティア社

に対して支出した金３９，９７６，２００円は、「愛媛県戦略的情報発

信プロジェクト準備業務企画競争審査要領」に基づく業者選

定手続により委託を行い、業務実績を確認した上で支出した

ものであり、適法に支出されていた。

さらに、令和元年度にフロンティア社に対して支出した金

９，９９０，４８６円は、愛媛県戦略的情報発信プロジェクト進撃の

巨人コラボ企画実施業務として、統一コンセプト発表後、最

も円滑で、経済的に実施可能と判断した事業者として、愛媛

県戦略的情報発信プロジェクト準備業務の委託先で、コラボ

企画を立案していたフロンティア社に委託し、業務実績を確

認した上で支出したものであり、適法に支出されていた。

以上のことから、今回の公金支出に違法又は不当な点は認

められないため、必要な措置を講ずるよう愛媛県知事に勧告

を求める請求人の主張には理由がない。

第６ 結論

以上のとおり、請求�③「受託者不詳につき金額不詳の金額を
県に返還するよう命じること」については本県の財務会計行為で

はないことから、請求�⑤「責任を有する者に対する懲戒処分」
については財務会計上の行為に該当しないことから、監査請求の

対象と認められないので却下する。

その余の請求については、いずれも財務会計上、違法又は不当

に契約を締結し又は公金を支出した事実があったとは認められな

いので棄却する。

よって、主文のとおり決定する。

令和２年７月２日

愛媛県監査委員 永 井 一 平

同 越 智 忍

同 森 � 康 行

同 � 橋 正 浩

令和２年７月１０日 発行
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